様式第１号（第７条関係）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
福岡市建築物火災安全改修事業
補助金事前協議書
　　　年　　　月　　　日

（あて先）福岡市長

　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　住所　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

氏名　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（担当者）　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号　　　　　　　　　　　　　　
　標記の補助金について、福岡市建築物火災安全改修事業補助金交付要綱第７条の規定に基づき、事前協議します。
記
	建築物名称
	

	所在地
（地番地名）
	福岡市　　区

	構造
	　　　　　　　造　　　　階建て（地上　　階・地下　　階）

	建築物用途
	

	建築年月日
	

	火災安全対策

改修の内容
	

	対象者要件
	□火災安全改修を行う建築物の所有者、管理者又は占有者
□管理組合等以外の者にあっては、福岡市内に住所を有することに

よって課税される市税（市民税又は法人市民税並びに補助事業の

対象となる建築物の固定資産税及び都市計画税）を滞納していな

い者

□福岡市暴力団排除条例（平成22 年福岡市条例第30 号。第3 号において「暴排条例」という。）第２条第２号に規定する暴力団員ではない者

□当該改修事業に関し、本要綱に基づく補助金又は当該改修事業と同様の他事業に基づく補助金の交付を受けていないものである
□対象となる建築物は、福岡市内に存するものである

□対象となる建築物は、国、地方公共団体が所有するもの、又は国、

地方公共団体の設立、出資に係る法人が所有するものでない

□対象となる建築物は、確認済証の交付を受けている

□対象となる建築物は、建築基準法その他の建築に関係する法令に違反していない
□対象となる建築物の用途は住宅以外の用途である

□３階以上の建築物である

□次のいずれかの要件に該当する

⑴直通階段が１つである建築物

⑵直通階段等の竪穴部分が防火・防煙区画化されていない建築物
□火災安全改修の結果、火災安全改修ガイドラインに即したものになる
□補助金の交付を受けて火災安全改修を実施した建築物の部分について、補助完了後10年間以内に市長の承認なく譲渡し、交換し、貸し付け、担保に供し、又は取り壊す予定はない


添付書類

(1) 現況図（付近見取図、配置図、平面図、断面図等）

(2) 改修計画図（火災安全改修の部位を示した図等）

(3) 改修計画書（工程及び工事の種別毎の経費等）

(4) 建築物の登記簿謄本

(5) 申請に係る建築物の賃借人であることを示す書類（申請者が当該建築物の賃借人である場合に限る。）

(6) 補助事業を行うことについて、申請に係る建築物の所有者の同意を得たことを証する書類（申請者が、当該建築物の複数の所有者のうちの１人、当該建築物の賃借人又は当該建築物に係る管理組合等である場合に限る。）

(7) 市税の納税証明書（申請者が管理組合等である場合を除く。）

(8) 申請に係る建築物の確認済証の写し又はこれに代わる書類

(9) その他市長が必要と認める書類
※申請者以外が連絡担当者となる場合は、併せて委任状を添付してください。
	福岡市記入欄

	事前協議済み年月日
	　　年　　月　　日
	事前協議番号
	第　　　号


※事前協議後、本協議書の写しの交付をもって当該補助金の交付を確約するものではなく、補助金の交付を受けるにあたっては、工事を始める前に、補助金の交付申請を行う必要があります。
